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専決処分第８号  

 

 

令和５年度香取市一般会計補正予算（第１０号）  

 

 

令和５年度香取市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところ

による。  

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 407,510 千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 38,946,835 千円とする。 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条　繰越明許費の変更は、「第２表　繰越明許費補正」による。 

 

 

令和６年２月１日専決処分  

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　香取市長　伊　藤　友　則  



第１表　歳入歳出予算補正

歳　　　　入 （単位 ： 千円）
補正前の額 補　正　額 計

15 国庫支出金 5,892,436 407,510 6,299,946
2 国庫補助金 1,978,881 407,510 2,386,391

  歳     入     合     計 38,539,325 407,510 38,946,835

歳　　　　出 （単位 ： 千円）
補正前の額 補　正　額 計

3 民生費 12,939,400 407,510 13,346,910
1 社会福祉費 6,812,746 407,510 7,220,256

  歳     出     合     計 38,539,325 407,510 38,946,835

款 項

款 項
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第２表

（変　更） （単位：千円）

補正前 補正後

金　額 金　額

繰　越　明　許　費　補　正

款 項 事　業　名

3 民 生 費 1 社 会 福 祉 費
物価高騰対応重点支援
給 付 金 支 給 事 業

541,351 948,861 
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１　総括
（歳    入）

（歳    出）

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款 補 正 前 の 額

15 国庫支出金 5,892,436

　歳　　　入　　　合　　　計 38,539,325

款

3 民生費 12,939,400 407,510 13,346,910

歳　　出　　合　　計 38,539,325 407,510 38,946,835

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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そ の 他

（単位 ： 千円）

補 正 額 計

407,510 6,299,946

407,510 38,946,835

（単位 ： 千円）

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債

407,510 0

407,510 0

一 般 財 源
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２　歳入
（款） 15 国庫支出金 （項）  2 国庫補助金

1

３　歳出
（款）  3 民生費 （項）  1 社会福祉費

1 1,669,253 0

6,812,746 0

目

総務費国庫補助金 1,121,318 407,510 1,528,828

計 1,978,881 407,510 2,386,391

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

社会福祉総 407,510 2,076,763 407,510

務費

   計 407,510 7,220,256 407,510

補正前の額 補  正  額 計

補正前の額 補  正  額 計
一 般 財 源
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1 総務費国庫

補助金

3 職員手当等 ●物価高騰対応重点支援給付金支給事業（追加給付） 407,510

10 需用費    3職員手当等

11 役務費    ・職員諸手当 700

12 委託料   10需用費

13 使用料及び    ・消耗品費 411

賃借料    ・印刷製本費 92

17 備品購入費   11役務費

18 負担金、補    ・通信運搬費 1,028

助及び交付    ・手数料 440

金   12委託料

   ・システム運用管理委託料 2,800

   ・業務支援委託料 4,000

  13使用料及び賃借料

   ・物品借上料 297

  17備品購入費

   ・備品購入費 242

  18負担金、補助及び交付金

   ・物価高騰対応重点支援給付金（令和５年度均等割のみ課税）

210,000

   ・物価高騰対応重点支援給付金（こども加算） 47,500

   ・物価高騰対応重点支援給付金（令和６年度非課税化）

110,000

   ・物価高騰対応重点支援給付金（令和６年度均等割のみ課税化）

    30,000

一般会計

（単位 ： 千円）

節

説 明

407,510 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金・定額減

税一体支援枠分） 407,510

（単位 ： 千円）

節

説 明

700

503

1,468

6,800

297

242

397,500

区 分 金 額

区 分 金 額
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給　与　費　明　細　書

１　一般職

　（１）総括

（単位：千円）

(382)

(382)

(0)

　※職員数の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び短時間会計年度任用職員について外書きしたものである。

（単位：千円）

区分
職員数
（人）

給与費

共済費 合計

報酬 給料 職員手当 計

補正後 514 400,238 2,098,400 1,181,560 3,680,198 751,766 4,431,964

補正前 514 400,238 2,098,400 1,180,860 3,679,498 751,766 4,431,264

比較 0 0 0 700 700 0 700

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
休日勤務

手当

補正後 55,160 22,478 46,990 456 900 105,097 1,220

補正前 55,160 22,478 46,990 456 900 104,397 1,220

比較 0 0 0 0 0 700 0

区分
宿日直
手当

管理職
手当

管理職員
特別勤務

手当
期末手当 勤勉手当 児童手当

補正後 300 22,670 400 526,059 373,495 26,335

補正前 300 22,670 400 526,059 373,495 26,335

比較 0 0 0 0 0 0

職員手当
の内訳
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ア 会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

(49)

(49)

(0)

　※職員数の（　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたものである。

（単位：千円）

区分
職員数
（人）

給与費

共済費 合計

報酬 給料 職員手当 計

補正後 489 2,035,626 1,094,447 3,130,073 645,061 3,775,134

補正前 489 2,035,626 1,093,747 3,129,373 645,061 3,774,434

比較 0 0 0 700 700 0 700

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当
休日勤務

手当

補正後 55,160 22,478 45,028 456 900 103,096 1,220

補正前 55,160 22,478 45,028 456 900 102,396 1,220

比較 0 0 0 0 0 700 0

区分
宿日直
手当

管理職
手当

管理職員
特別勤務

手当
期末手当 勤勉手当 児童手当

補正後 300 22,670 400 442,909 373,495 26,335

補正前 300 22,670 400 442,909 373,495 26,335

比較 0 0 0 0 0 0

職員手当
の内訳
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　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

（単位：千円）

区分 増減額 増減事由別内訳 説明

職員手当 700 その他の増減分 700
物価高騰対応重点支援給付金支給事
業（追加給付）実施に伴う時間外勤務
手当の増
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